
仕 様 書 

 

１ 業務名 

令和２年度飲用井戸設置状況等把握調査業務（以下「本件業務」という。） 

 

２ 本件業務の目的 

土壌汚染対策法（以下「法」という。）では、法に基づく土壌汚染状況調査の結果、

土壌の基準超過が確認された場合、健康被害のおそれの有無に応じて、市長が区域を

指定（要措置区域又は形質変更時要届出区域）することとされており、この「健康被

害のおそれ」とは、土壌の基準超過が確認された土地周辺の地下水の利用状況等によ

り判断される。 

当該地下水の利用状況については、行政保有情報のほか、近隣住民のための回覧板、

戸別訪問等により、確認することとされており、本市では、平成 23 及び 24 年度に、

市内全戸を対象として飲用井戸設置状況等について調査を行い、市内の地下水の利用

状況等について情報を整備しているが、調査実施から 10 年近くが経過し、井戸の新設

や廃止等により、当該調査の結果と現状とがかい離している状況にある。 

ついては、土壌汚染に係る健康被害のおそれの有無を判断するため、市内飲用井戸

の設置状況等に関する情報を収集・更新することを目的とし、調査を実施する。 

 

３ 調査対象 

調査対象は下水道整備区域の井戸設置施設とする。 

 

４ 履行期間 

 契約日から令和３年３月 31 日（水）まで 

 

５ 主任技術者及び技術者 

⑴ 主任技術者は、本件業務の目的を充分理解した上で、業務の全般にわたり技術的

監理を行なわなければならない。 

⑵ 受託者は、主任技術者及び技術者をもって、秩序正しく業務を行わせること。 

⑶ 受託者は、業務の円滑な進捗を図るため、必要な人員を配置すること。 

 

６ 委託内容 

  調査対象地域について、調査を実施し、調査結果のとりまとめを行うこと。 

⑴ 調査項目 

  ア 井戸の有無、設置者、家屋の種類（住宅、工場、事務所、その他）及びその名 

称等 

  イ （井戸がある場合のみ）井戸の概要（設置時期、設置場所、深さ等）、井戸水の利 

用方法（飲用、散水、洗車、洗濯、炊事、調理、その他）等 



  ウ（設置されている井戸が飲用利用の場合のみ）井戸水の飲用状況（利用頻度、飲

用量、飲用時の処理方等）等 

 ⑵ 調査方法 

  ア 調査対象の抽出 

    以下の情報を統合・整理し、下水道整備区域の井戸設置施設を抽出する（約2,280

件と想定される）。なお、これらの情報には重複があることを考慮すること。 

   (ア) 下水道河川局が保有する札幌市内の下水道整備区域における地下水使用者情

報（約 2000 件） 

(イ) 環境局が過去に実施した札幌市内全域（下水道整備区域及び未整備区域いず 

れも含まれる）を対象とした飲用井戸利用状況調査の結果（約 2300 件） 

   (ウ) 札幌市生活環境の確保に関する条例に基づく揚水施設の設置の届出者に関す

る情報（約 700 件） 

   (エ) その他の補完的な情報（適宜） 

イ アで調査対象として抽出した、下水道整備区域内の井戸設置者（以下「調査対象

者」という。）に対し、調査依頼文書・調査票、回答はがき等を送付し、後日、回

答を得ること。 

ウ イで回答がなかった調査対象者に対し、はがき等による督促を速やかに行い、回

答を得ること。 

エ ウで回答がなかった調査対象者に対し、戸別訪問又は電話による聞き取り調査

を行い、回答を得ること。 

オ 得られた調査結果を区ごとに Excel データで整理し、一覧にまとめること。ま

た、調査結果には、回答方法ごとの回収率、調査場所・日時、調査員名等を併せて

記載すること。 

⑶ 特記事項 

ア 調査に先立ち、調査員確保の予定、調査予定日及び調査の効率的な実施方法等 

をまとめた調査計画書を作成し、本市に提出すること。 

イ 調査時に使用する調査依頼文書（調査目的、調査機関等を記載）、調査表（調査

項目、調査員名等を記載）、回答用はがき（井戸所有者情報、調査項目の回答欄を

記載）等を作成し、調査開始までに本市の了承を得ること。 

ウ 受託者は、訪問調査員に、本市が発行する、本件業務を行っていることを示す身

分証明書を常時携帯させること。なお、当該身分証明書は本件業務終了後、速やか

に本市業務担当者に返却すること。 

エ 受託者は、訪問調査員に、業務遂行に必要な内容及び個人情報の取り扱いについ

て適切な教育を実施し、記録を残すこと。 

オ 調査対象者からの問い合わせに対応すること。また、質問等があった場合は、質

問者、日時、内容等について記録を残すこと。 

カ 回答内容に不足や疑義がある場合については、本市と協議した上で、必要に応じ

て調査対象者に確認を行うこと。 

キ 誠実に本件業務を遂行してもなお、回答を得られない場合の対応については、個



別に協議するものとする。 

ク 契約期間中、毎週調査の進捗状況の報告を行い、毎月 10 日までに前月分の進捗

状況報告書を提出すること。 

ケ 調査対象から本件業務に関する問合せ、質問等があったときは、誠実に対応する

こと。 

コ 調査時に調査員と回答者等との間にトラブルが生じた場合及び事故等の緊急事

態が発生した場合は、受託者の責任で対応の上、直ちに本市に報告すること。 

 

７ 提出書類 

受託者は、業務の着手及び完了にあたって、契約約款に定めるもののほか、次の書

類を作成し、本市業務担当者に提出すること。 

なお、報告書作成にあたっては、誤記等のないように受託者側の検査体制を整備し、

十分に確認してから提出すること。また、提出内容については、本市業務担当者に事

前に確認すること。 

⑴ 着手時 

  ア 業務着手届 

  イ 主任技術者等指定通知書 

  ウ 技術者等経歴書 

    技術者と受託者の直接的かつ恒常的な雇用関係を確認できる書類（健康保険証

の写し等）を添付すること。 

  エ 業務日程表 

 ⑵ 着手後速やかに 

  ア 調査計画書 

  イ 調査員名簿 

  ウ 調査依頼文書、調査票、督促状及び回答用はがき等 

 ⑶ 毎月初め 

  ア 業務進捗状況報告書（前月分） 

 ⑷ 完了時 

  ア 業務完了届 

  イ 成果品目録 

ウ 業務報告書 

    調査結果を取りまとめ、飲用井戸リスト、個別訪問調査票（回答用はがき等含

む）等を含む A4 版の報告書を２部提出すること。また、電子ファイル版（報告書

本文：Word 形式、飲用井戸リスト：Excel 形式、個別訪問調査票：PDF 型式）を１

部提出すること。 

  エ 個人情報保護対策の実施状況報告 

A4版の報告書を２部提出すること。また、電子ファイル版を１部提出すること。 

  オ その他業務関係資料 

    業務報告書に含む。 



 

８ その他 

⑴ 業務は、本市と十分協議の上、実施すること。 

⑵ 受託者は、本件業務の遂行にあたり調査を行う場合には安全確保に努めること。 

⑶ 本件業務の履行においては、委託者である本市の環境マネジメントシステムに準

じ、環境負荷の低減に努めること。 

⑷ 本件業務の履行において使用する商品及び材料等は極力環境に配慮したものを使

用すること。また、報告書等に紙を使用し、複数ページにわたる場合は、原則として

両面印刷とすること。 

 ⑸ 自動車を使用する際には、アイドリングストップの実施など環境に配慮した運転

を心がけること。 

⑹ 本件業務の履行において個人情報を取り扱う際には、別記「個人情報取扱注意事

項」を順守すること。 

⑺ 本仕様書について疑義を生じた場合は、全て本市の解釈によるものとし、仕様書

に明示されていない細部については、書面により本市の承認を得ること。 

 

９ 本市業務担当者 

  環境局環境都市推進部環境対策課 前原 拓（Tel：011-211-2882） 

  



個人情報取扱注意事項 

 

 （個人情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、個人情報を取り扱う際に

は、個人の権利利益を侵害することのないように努めなければならない。 

 

 （秘密の保持） 

第２ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって知り得た個人情報を他に漏    

らしてはならない。 

 

２ 受託者は、その使用する者がこの契約による業務を処理するに当たって知り得た個  

人情報を、他に漏らさないようにしなければならない。 

 

３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても、また同様とす

る。 

 

 （再委託等の禁止） 

第３ 受託者は、この契約による業務を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。

ただし、あらかじめ、委託者が書面により承諾した場合は、この限りではない。 

 

 （複写、複製の禁止） 

第４ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、委託者から提供された個

人情報が記録された資料等を、委託者の承諾を得ることなく複写し、又は複製をし

てはならない。 

 

 （目的外使用の禁止） 

第５ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、委託者から提供された個

人情報を目的外に使用し、又は第三者に提供してはならない。 

 

 （資料等の返還） 

第６ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、委託者から提供された個

人情報が記録された資料等を、業務完了後速やかに委託者に返還するものとする。

ただし、委託者が別に指示したときは、その方法によるものとする。 

 

 （事故の場合の措置） 

第７ 受託者は、個人情報取扱注意事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあ

ることを知ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うものとする。 

 

 （契約解除及び損害賠償） 

第８ 委託者は、受託者が個人情報取扱注意事項に違反していると認めたときは、契約

の解除及び損害賠償の請求をすることができる。 

 

 


